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２０１０年２月５日 
パナソニック株式会社 

 

 連 結 決 算 概 要 
２００９年度 第３四半期 

 

 

 

                                        （単位：億円） 

第３四半期（１２月３１日に終わる９ヵ月間）               期  間 

項  目 
２００９年度 ２００８年度 前年同期比 

 売 上 高    ５２,１９９   ６２,２３７ 

 

  ８４％

国 内   ２７,８０９  ３１,３４１    ８９％

 

海 外    ２４,３９０    ３０,８９６    ７９％

 営 業 利 益  
   １,２９９ 

     （２.５%） 
 

  ２,５４５ 

     （４.１%） 
 ５１％

 税 引 前 利 益  
   ５４６ 

     （１.０%） 
 

   １,４４２ 

     （２.３%） 
  ３８％

 
当社株主に帰属する

当期純利益（△は損失）
 
   △  １４６ 

   （△０.３%） 
 

   ６５４ 

     （１.１%） 
 ―

 

基 本 的１株当たり

当社株主に帰属する

当期純利益（△は損失）

 △ ７円０６銭   ３１円４０銭  △３８円４６銭

 

希薄化後１株当たり

当社株主に帰属する

当 期 純 利 益

  ―   ３１円４０銭  ―

(注)１.当社の連結決算は米国会計基準に準拠しております。 

２.連結対象会社数(親会社および連結子会社) 692 社  持分法適用関連会社数 237 社 

３.三洋電機㈱およびその連結子会社は、2009 年 12 月に当社の連結子会社となりました。    

連結化に伴い取得した資産および引き継いだ負債を当社の連結貸借対照表に計上してお

ります。なお、第３四半期の損益には含まれておりません。 

４.米国財務会計基準審議会会計基準編纂書 810「連結」の適用により、2008 年度の内容を、

組替え再表示しております。(「当社株主に帰属する当期純利益」は、2008 年度までの 

「当期純利益」と同じ内容です。) 

５.2009 年度第３四半期の「希薄化後１株当たり当社株主に帰属する当期純利益」は、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

 

［お問い合わせ先］財務・ＩＲグループ  TEL 06-6908-1121 
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           連 結 商 品 部 門 別 売 上 高 

（単位：億円） 

第３四半期（１２月３１日に終わる９ヵ月間） 

部    門 
２００９年度 ２００８年度 前年同期比

 映 像 ・ 音 響 機 器  
１２,９０８    １４,２７９       ９０ 

 情 報 ・ 通 信 機 器  
１１,３５８    １４,１１０       ８０ 

 デジタルＡＶＣネットワーク  
２４,２６６    ２８,３８９       ８５ 

 ア プ ラ イ ア ン ス  
８,１９３    ９,３２５       ８８ 

 電 工 ・ パ ナ ホ ー ム  
１０,５１６    １２,２２０       ８６ 

 デ バ イ ス  
６,１５５    ７,６０８       ８１ 

 そ の 他  
３,０６９    ４,６９５       ６５ 

 合 計  
５２,１９９    ６２,２３７       ８４ 

国 内 売 上 高

（ 構  成  比 ）
 

２７,８０９ 

（５３％） 

       ３１,３４１ 

（５０％） ８９ 
内 

 

訳 海 外 売 上 高

（ 構  成  比 ）
 
    ２４,３９０ 

（４７％） 

      ３０,８９６ 

（５０％） ７９ 

 

（地域別海外売上高内訳） 

 米 州  
６,７５０        ８,４０７       ８０ 

 欧 州  
５,８１９        ８,０５４       ７２ 

 ア ジ ア ・ 中 国 他  
１１,８２１        １４,４３５       ８２ 

 合 計  
２４,３９０        ３０,８９６       ７９ 

 

（国内・海外売上高内訳） 

 国 内 売 上 高 前年同期比 海 外 売 上 高 前年同期比 

 映 像 ・ 音 響 機 器  ４,４９７ １１１
％

８,４１１ ８２
％

 情 報 ・ 通 信 機 器  ６,０３５ ８７ ５,３２３ ７４  

 デジタルＡＶＣネットワーク  １０,５３２ ９６ １３,７３４ ７９  

 ア プ ラ イ ア ン ス  ４,８１９ ９３ ３,３７４ ８１  

 電 工 ・ パ ナ ホ ー ム  ８,６１１ ８８ １,９０５ ８０  

 デ バ イ ス  ２,０６３ ７７ ４,０９２ ８３  

 そ の 他  １,７８４ ６６ １,２８５ ６４  

 合 計   ２７,８０９ ８９ ２４,３９０ ７９  

％ 

％ 
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連  結  損  益  計  算  書 

                                                                                       （単位：百万円） 

項    目 

 ２００９年度 

2009 年 4 月 1 日から

2009 年 12 月 31 日まで

  ２００８年度 

2008 年 4 月 1 日から

2008 年 12 月 31 日まで

 
前年 

同期比 

   ％  ％ ％

 売 上 高  5,219,884 100.0 6,223,651 100.0 84 

 売 上 原 価  3,752,108 71.9 4,468,001 71.8  

 売 上 総 利 益 1,467,776 28.1 1,755,650 28.2 84 

 販売費及び一般管理費  1,337,912 25.6 1,501,134 24.1  

 営 業 利 益 129,864 2.5 254,516  4.1 51 

      
 営業外損益(△は損失) △ 75,222 △ 1.5 △ 110,360 △ 1.8  

 （ 受 取 利 息 ） （  8,876） （ 0.2）（ 20,684） （ 0.3）  

 （ 受 取 配 当 金 ） （  6,183） （ 0.1）（ 10,847） （ 0.2）  

 （ 支 払 利 息 ） （  △ 16,545） （ △ 0.3）（ △  16,349） （ △ 0.3）  

 （早期退職一時金） （  △ 24,436） （ △ 0.5）（ △   2,493） （ △ 0.0）  

 （ そ の 他 ） （ △ 49,300） （ △ 1.0）（ △ 123,049） （ △ 2.0）  

 税 引 前 利 益 54,642 1.0 144,156  2.3 38 

      
 法 人 税 等  69,856 1.3  91,420 1.4  

 持分法による投資利益

(△は損失)

 

 
△  1,263 △ 0.0 △     898  △ 0.0  

  非支配持分帰属利益控除前 

当期純利益(△は損失) 
△ 16,477 △ 0.3 51,838  0.9 －

 

      
 

    

非支配持分帰属利益

(△は損失)

 

 
△  1,868 △ 0.0 △  13,538  △ 0.2  

  当社株主に帰属する

当期純利益(△は損失)
 △ 14,609

 
△ 0.3 65,376

 
1.1
 

－
 

 

 

(注) １.米国財務会計基準審議会会計基準編纂書810「連結」の適用により、2008年度の内容を、組替え 

再表示しております。(「当社株主に帰属する当期純利益」は、2008年度までの「当期純利益」と 

同じ内容です。) 

 ２.営業外損益の「早期退職一時金」は、国内・海外グループ会社の早期退職に伴う費用です。 

 ３.減価償却実施額(有形)          169,742 百万円  246,768 百万円  

 ４.設備投資の実施額          275,595 百万円 352,237 百万円 

 ５.研 究 開 発 費          349,931 百万円 395,997 百万円 

 ６.従 業 員 数          382,480   人  307,444  人 
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セ グ メ ン ト 情 報 

 

  (単位：億円) 

２００９年度 

2009 年 4 月 1 日から 

2009 年 12月31日まで 

２００８年度 

2008 年 4 月 1 日から 

2008 年 12月31日まで 

 

売上高 
前年 

同期比
営業利益 利益率

前年 

同期比
売上高 営業利益 利益率

 ％ ％ ％  ％

デジタルＡＶＣネットワーク 25,782 85 529 2.1 54 30,402 979 3.2

ア プ ラ イ ア ン ス 8,566 88 597 7.0 92 9,776 651 6.7

電工・パナホーム 11,844 87 216 1.8 47 13,614 461 3.4

デ バ イ ス 7,568 80 212 2.8 39 9,485 540 5.7

そ の 他 6,777 83 83 1.2 29 8,210 289 3.5

計 60,537 85 1,637 2.7 56 71,487 2,920 4.1

消 去 又 は 全 社 △ 8,338 － △ 338 － － △ 9,250 △ 375 －

連 結 決 算 52,199 84 1,299 2.5 51 62,237 2,545 4.1
 

 

 

(注) １. 事業区分の方法 

 当社の事業を、内部経営管理と同期化させた事業ドメイン会社毎のグローバル連結ベースで、事業

セグメントに区分しています。 

２. 事業セグメント区分の主な構成 

 ○ デジタルＡＶＣネットワーク: AVC ﾈｯﾄﾜｰｸｽ社･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱ 

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ﾓﾊﾞｲﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ㈱･ｵｰﾄﾓｰﾃｨﾌﾞｼｽﾃﾑｽﾞ社 

ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ社･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ四国ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ㈱ 

 ○ ア プ ラ イ ア ン ス: ﾎｰﾑｱﾌﾟﾗｲｱﾝｽ社･ﾗｲﾃｨﾝｸﾞ社･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｴｺｼｽﾃﾑｽﾞ㈱ 

 ○ 電工・パナホーム: ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ電工㈱･ﾊﾟﾅﾎｰﾑ㈱ 

 ○ デ バ イ ス: ｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰ社･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｴﾚｸﾄﾛﾆｯｸﾃﾞﾊﾞｲｽ㈱･ｴﾅｼﾞｰ社･ﾓｰﾀ社 

 ○ そ の 他: ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ﾌｧｸﾄﾘｰｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ㈱･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ溶接ｼｽﾃﾑ㈱ 

３. 基礎的試験研究費および親会社の本社管理部門にかかる費用を配賦不能営業費用とし、｢消去又は

全社｣の項目に含めて表示しております。 
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グ  ル  ー  プ  事  業  領  域 

 

(単位：億円) 

２００９年度 

2009 年 4 月 1 日から 

2009 年 12月31日まで 

２００８年度 

2008 年 4 月 1 日から 

2008 年 12月31日まで 

 

売上高 
前年 

同期比
営業利益 利益率

前年 

同期比
売上高 営業利益 利益率 

 ％ ％ ％  ％

デジタルＡＶＣネットワーク 

ソ リ ュ ー シ ョ ン 
25,782 85 529 2.1 54 30,402 979 3.2

環境・生活快適実現 

ソ リ ュ ー シ ョ ン 
20,410 87 813 4.0 73 23,390 1,112 4.8

デ バ イ ス ・ 産 業 

ソ リ ュ ー シ ョ ン 
14,345 81 295 2.1 36 17,695 829 4.7

計 60,537 85 1,637 2.7 56 71,487 2,920 4.1

消 去 又 は 全 社 △8,338 － △ 338 － － △9,250 △ 375 －

連 結 決 算 52,199 84 1,299 2.5 51 62,237 2,545 4.1

 

１. グループ事業領域について 

 当社はグローバルエクセレンスに向けて成長していく中で、当社グループの事業戦略の方向性を投

資家の皆様に対して、より明確にすることを目的に、３つの事業領域を開示しております。 

 この３つの事業領域は、当社の５つの事業セグメントで構成されており、その構成は以下のとおり

でありますが、売上高と営業利益は、構成する事業セグメントの単純合計で算出しております。

２. グループ事業領域の構成 

事 業 領 域 構成する事業セグメント 

 デ ジ タ ル Ａ Ｖ Ｃ ネ ッ ト ワ ー ク

ソ リ ュ ー シ ョ ン
デジタルＡＶＣネットワーク 

 環 境 ・ 生 活 快 適 実 現

ソ リ ュ ー シ ョ ン

アプライアンス 

電工・パナホーム 

 デ バ イ ス ・ 産 業

ソ リ ュ ー シ ョ ン

デバイス 

その他 

 

 

 
 



パナソニック㈱ (6752) 平成 22 年 3月期 第３四半期決算短信 

 

連  結  貸  借  対  照  表 

（単位：百万円） 

２００９年度第3四半期末 ２００８年度末  
 科          目  

（2009年12月31日現在） （2009年3月31日現在）  
増 減 

         

  流 動 資 産    3,897,426 3,194,694    702,732  

   現金及び現金同等物   1,110,905 973,867    137,038  

   定 期 預 金   95,388 189,288   △ 93,900  

   短 期 投 資   6,560  1,998    4,562  

   受 取 手 形   75,485 42,766    32,719  

   売 掛 金   1,182,640 743,498    439,142  

   貸 倒 引 当 金   △  20,296 △  21,131    835  

   棚 卸 資 産   979,348 771,137    208,211  

   そ の 他 の 流 動 資 産   467,396 493,271   △ 25,875  

  投 資 及 び 貸 付 金    683,350 551,751    131,599  

  有 形 固 定 資 産    2,026,591 1,574,830    451,761  

  そ の 他 の 資 産    2,067,716 1,082,041    985,675  

 資   産   合   計   8,675,083 6,403,316    2,271,767  

  流 動 負 債    2,865,144 2,000,428    864,716  

   社債及び短期借入金   411,858 94,355    317,503  

   支 払 手 形   64,299 38,202    26,097  

   買 掛 金   1,007,527 641,166    366,361  

   そ の 他 の 流 動 負 債   1,381,460 1,226,705    154,755  

  固 定 負 債    2,106,235 1,190,307    915,928  

   社債及び長期借入金   1,118,487 651,310    467,177  

   そ の 他 の 固 定 負 債   987,748 538,997    448,751  

  負 債 合 計    4,971,379 3,190,735    1,780,644  

  当 社 株 主 資 本    2,763,230 2,783,980   △ 20,750  

   資 本 金   258,740 258,740    ―  

   資 本 剰 余 金   1,209,618 1,217,764   △ 8,146  

   利 益 準 備 金   93,645 92,726    919  

   そ の 他 の 剰 余 金   2,438,005 2,479,416   △ 41,411  

   
そ の 他 の 包 括 利 益 

( △ は 損 失 ) 累 積 額 
  △ 566,463 △ 594,377    27,914  

   自 己 株 式   △ 670,315 △ 670,289   △ 26  

  非 支 配 持 分    940,474 428,601    511,873  

  資 本 合 計    3,703,704 3,212,581    491,123  

 負 債 及 び 資 本 合 計   8,675,083 6,403,316    2,271,767  

(注)１.米国財務会計基準審議会会計基準編纂書 810「連結」の適用により、2008 年度の内容を、組替え 
再表示しております。 

２.三洋電機㈱およびその連結子会社は、2009 年 12 月に当社の連結子会社となりました。 
３.その他の包括利益（△は損失）累積額の内訳：                （単位：百万円） 

 2009 年度第 3四半期末  2008 年度末    増 減 
 (2009 年 12 月 31 日現在) (2009年 3月31日現在)   

為 替 換 算 調 整 額            △   364,059 △  341,592  △  22,467 

有 価証券未 実現損 益              34,542 △    10,563 45,105 

デリバティブ未実現損益    406 △     4,889 5,295 

年 金 債 務 調 整 額            △   237,352 △   237,333 △       19 
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連 結 キ ャ ッ シ ュ・フ ロ ー 計 算 書 

 
                                  (単位：百万円)    

項      目 
２００９年度 

2009 年 4 月 1 日から 

2009 年 12 月 31 日まで 

２００８年度 

2008 年 4 月 1 日から 

2008 年 12 月 31 日まで 

Ⅰ営業活動に関するキャッシュ・フロー     
１.非支配持分帰属利益控除前当期純利益 (△は損失 ) △ 16,477   51,838  
２.営業活動に関するキャッシュ・フローへの調整     
(１)減 価 償 却 費                195,252   275,260  
(２)有 価 証 券 の 売 却 益               △ 1,000  △ 15,546  
(３)売 上 債 権 の 増 減 額  (△ は増加 ) △ 157,397   117,157  
(４)棚 卸 資 産 の 増 減 額  (△ は増加 ) 36,662  △ 138,064  
(５)買 入 債 務 の 増 減 額  (△ は減少 ) 130,648  △ 96,059  
(６)退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額  (△ は減少 ) △ 10,106  △ 81,284  
(７)そ の 他               128,577   10,600  

計  306,159   123,902  
Ⅱ投資活動に関するキャッシュ・フロー                
１.投資及び貸付金の売却及び回収               45,204      105,671  
２.投 資 及 び 貸 付 金 の 増 加               △ 6,803  △ 31,270  
３.有 形 固 定 資 産 の 購 入               △ 306,728  △ 397,121  
４.有 形 固 定 資 産 の 売 却 40,216   19,121  
５.定 期 預 金 の 増 減 額   (△ は増加 ) 95,660  △ 26,018  
６.新規連結子会社の取得に伴う支出 △ 174,808   －  
７.そ の 他               △ 30,960  △ 25,934  

計 △ 338,219  △ 355,551  
Ⅲ財務活動に関するキャッシュ・フロー       
１.短 期 債 務 の 増 減 額   (△ は減少 ) 216,947   2,311  
２.長 期 債 務 の 増 減 額   (△ は減少 ) 15,124  △ 26,682  
３.当 社 株 主 へ の 配 当 金 △ 25,883  △ 83,364  
４.非 支 配 持 分 へ の 配 当 金 △ 12,146  △ 18,683  
５.自 己 株 式 の 増 減 額    (△ は増加 ) △ 33  △ 71,782  
６.そ の 他 △ 10,960  △ 39  

計 183,049  △ 198,239  
Ⅳ為替変動による現金及び現金同等物への影響額 △ 13,951  △ 60,803  
Ⅴ現金及び現金同等物の純増減額                   (△ は減少 ) 137,038  △ 490,691  
Ⅵ現金及び現金同等物期首残高                   973,867      1,214,816  
Ⅶ現金及び現金同等物期末残高                   1,110,905      724,125  

 
(注) 米国財務会計基準審議会会計基準編纂書 810「連結」の適用により、2008 年度の内容を、組替え再表示 
しております。 
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(注記) 

1. 当社は、2009 年 12 月 21 日に、三洋電機㈱の議決権の 50.2％を公開買付けにより取

得し、同社の支配持分を獲得しました。三洋電機㈱およびその連結子会社の経営成

績は、当第３四半期（2009 年 4 月 1 日～12 月 31 日）の連結財務諸表には含まれて

おりません。取得した資産および引き継いだ負債は現在算定中ですが、当第３四半

期の連結貸借対照表に反映されている金額は以下のとおりです。 

流動資産 880,707 百万円 

投資及び貸付金 106,062  

有形固定資産 406,442  

その他の資産 1,041,702  

取得資産計 2,434,913  

流動負債 605,840  

固定負債 892,933  

引継負債計 1,498,773  

 

 

 

 

 

 

 

この結果、連結貸借対照表上で総資産が、取得資産計 2,434,913 百万円から取得後

の三洋電機㈱に対する当社投資簿価 403,780 百万円を差し引いた 2,031,133 百万円

増加しています。 

 

2. 2009年 6月、米国財務会計基準審議会は、米国財務会計基準審議会会計基準編纂書(以

下、「会計基準編纂書」)105「一般に公正妥当と認められた会計原則」を公表しまし

た。これに伴い、適用日以降の連結財務諸表では、旧会計規定ではなく、会計基準

編纂書を参照することになります。当社は、2009 年度第２四半期より会計基準編纂

書 105 を適用しています。会計基準編纂書は、従前の一般に公正妥当と認められた

会計原則を変更または代替するものではなく、会計基準編纂書 105 の適用による当

社の四半期連結財務諸表への影響はありません。 

 

3. 当社は、会計基準編纂書 805「企業結合」(従来の名称は、米国財務会計基準審議会

基準書第 141 号(2007 年改訂)「企業結合」)および会計基準編纂書 810「連結」(従

来の名称は、米国財務会計基準審議会基準書第 160 号「連結財務諸表における非支

配持分」)を 2009 年度第１四半期より適用しております。会計基準編纂書 805 及び

810 は、企業結合により取得した識別可能な資産、負債、非支配持分およびのれんを

「全面時価」により計上することを要求するとともに、非支配持分（2008 年度まで

の名称は少数株主持分）を資本の一項目として表示することを要求しており、少数

株主との取引に関する会計処理および開示を変更しております。 

これにより、2008 年度まで連結貸借対照表の負債の部と資本の部の中間に独立の項

目として表示していた「少数株主持分」を、「非支配持分」として資本の部に含めて

おり、その他の連結財務諸表についても表示を変更しております。会計基準編纂書

810 の表示に関する規定は遡及的に適用され、過年度の連結財務諸表を組替え再表示

しております。 
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4. 2009 年度第３四半期（累計）および 2008 年度第３四半期（累計）の当社株主に帰属

する当期包括利益（△は損失）は、それぞれ 13,305 百万円、△196,598 百万円とな

ります。当社株主に帰属する当期包括利益には、「当社株主に帰属する当期純利益」

に加えて、当社株主に帰属するその他の包括利益累積額の当期増減額が含まれてお

ります。 

 

5. 継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

6. 当社株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

該当事項はありません。 

 

7. 2009 年度第３四半期末の連結子会社数は 691 社、持分法適用関連会社数は 237 社で

す。 

 

8. 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

2009 年 12 月 21 日に三洋電機㈱の支配持分を獲得したことにより、同社および同社の100%

子会社である三洋ｱｼﾞｱ㈱、ｻﾝﾖｰ･ﾉｰｽｱﾒﾘｶ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ、三洋ﾖｰﾛｯﾊﾟ㈱が当社の特定子会社と

なりました。 
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１． 平成 22 年 3 月期第 3四半期の連結業績（平成 21 年 4 月 1 日～平成 21 年 12 月 31 日） 
(1)連結経営成績（累計）            （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 
売 上 高 営業利益 税引前利益 

当社株主に帰属する

四半期純利益 

   百万円    ％ 百万円   ％ 百万円    ％ 百万円    ％

22年3月期第３四半期 5,219,884 (△16.1) 129,864 (△49.0)  54,642 (△62.1)  △14,609 (   －)

21年3月期第３四半期 6,223,651 (    －) 254,516 (    －) 144,156 (    －)   65,376 (   －)
 

 1 株当たり当社株主に  
帰属する四半期純利益 

潜在株式調整後 
1 株当たり当社株主に  
帰属する四半期純利益 

 円        銭 円        銭 

22年3月期第３四半期 △ 7 06 － － 

21年3月期第３四半期 31 40 31 40 

※「当社株主に帰属する四半期純利益」は、平成 21 年 3 月期までの「四半期純利益」と同じ内容です。 
 

(2)連結財政状態 

 
総 資 産 当社株主資本 当社株主資本比率 

1 株当たり   

当社株主資本 

 百万円 百万円 ％ 円   銭  

22年3月期第３四半期 8,675,083 2,763,230 31.9  1,334 50 

21 年 3 月期 6,403,316 2,783,980 43.5  1,344 50 

（注）当社株主資本の金額は、米国会計基準に従い表示しています。 
 

２． 配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 年間 

 円       銭 円        銭 円        銭 円       銭 円       銭  

21 年 3 月期 － － 22 50 － －  7 50 30 00 

22 年 3 月期 － －  5 00 － －      

22 年 3 月期（予想）         5 00 10 00 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無：無 
 

３．平成 22 年 3 月期の連結業績予想（平成 21 年 4 月 1 日～平成 22 年 3 月 31 日） 
  （％表示は、対前期増減率） 

 

売 上 高 営業利益 税引前利益 
当社株主に帰属する

当期純利益 

１株当たり 

当社株主に帰属する

当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円    銭

通 期 7,350,000(△ 5.4) 150,000(105.8) △40,000(  －) △140,000(  －) △67   61  

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無：有 

※「当社株主に帰属する当期純利益」は、平成 21年 3 月期までの「当期純利益」と同じ内容です。 

http://panasonic.co.jp/
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４． その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有 

新規：４社 [社名：三洋電機㈱、三洋ｱｼﾞｱ㈱、ｻﾝﾖｰ･ﾉｰｽｱﾒﾘｶ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ、三洋ﾖｰﾛｯﾊﾟ㈱] 

(注)詳細は、(注記)をご覧ください。 

 

(2)  簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用         無 

 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更                                      有 

② ①以外の変更                                             無 

(注)詳細は、(注記)をご覧ください。 

 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む）  

22 年 3 月期  第３四半期 2,453,053,497 株 21 年 3 月期             2,453,053,497 株 

② 期末自己株式数             

22 年 3 月期  第３四半期    382,436,852 株 21 年 3 月期                382,411,876 株 

③ 期中平均株式数(四半期連結累計期間) 

22 年 3 月期  第３四半期  2,070,628,077 株 21 年 3 月期  第３四半期 2,081,891,996 株 
 

 
 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 

業績見通しは、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績は見通しと大きく異なることがありえます。 
業績予想の前提となる仮定および業績見通しのご利用にあたっての注意事項等については、「経営成績及び

財政状態」に記載された＜将来見通しに関するリスク情報＞をご覧ください。 

三洋電機㈱およびその連結子会社は、平成 21 年 12 月に当社の連結子会社となりました。連結化

に伴い取得した資産および引き継いだ負債を当社の連結貸借対照表に計上しております。なお、第

３四半期の損益には含まれておりません。 

当社は、米国財務会計基準審議会会計基準編纂書(以下、「会計基準編纂書」)805「企業結合」(従

来の名称は、米国財務会計基準審議会基準書第 141 号(平成 19 年改訂)「企業結合」)および会計基

準編纂書 810「連結」(従来の名称は、米国財務会計基準審議会基準書第 160 号「連結財務諸表にお

ける非支配持分」)を平成 22 年 3 月期第１四半期より適用しております。会計基準編纂書 805 およ

び 810 は、企業結合により取得した識別可能な資産、負債、非支配持分およびのれんを「全面時価」

により計上することを要求するとともに、非支配持分(平成 21 年 3 月期までの名称は少数株主持分)

を資本の一項目として表示することを要求しており、少数株主との取引に関する会計処理および開

示を変更しております。 

これにより、平成 21 年 3 月期まで連結貸借対照表の負債の部と資本の部の中間に独立の項目とし

て表示していた「少数株主持分」を、「非支配持分」として資本の部に含めており、その他の連結財

務諸表についても表示を変更しております。会計基準編纂書 810 の表示に関する規定は遡及的に適

用され、過年度の連結財務諸表を組替え再表示しております。 

なお、当社は平成 22 年 3月期第２四半期より会計基準編纂書 105「一般に公正妥当と認められた会計原則」

を適用しています。これに伴い、適用日以降の連結財務諸表では、旧会計規定ではなく、会計基準編纂書を

参照することになります。会計基準編纂書は、従前の一般に公正妥当と認められた会計原則を変更または代

替するものではなく、会計基準編纂書 105 の適用による当社の四半期連結財務諸表への影響はありません。 
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企  業  集  団  等  の  状  況  
 

 

１．企業集団等の概況

当社グループの事業の種類別セグメントは、「デジタルＡＶＣネットワーク」「アプライアンス」

「電工・パナホーム」「デバイス」「その他」の５事業セグメントから構成されております。 

なお、2009 年 12 月に、三洋電機㈱およびその連結子会社は当社の連結子会社となりました。これ

に伴い、「三洋電機」は独立の事業セグメントとなります。 

 

２．主要な子会社 

当社グループの連結子会社の中で、国内の証券市場に公開している会社は次のとおりであります。 

 

（会社名） 

パナソニック電工㈱ 

パナホーム㈱ 

三洋電機㈱ 

サンクス㈱   

パナソニック電工インフォメーションシステムズ㈱ 

三洋電機ロジスティクス㈱   

（株式公開市場） 

東京・大阪・名古屋 

東京・大阪 

東京・大阪 

東京・名古屋 

東京 

ジャスダック 
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経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 

 

（１）２００９年度  第３四半期（２００９年４月１日～１２月３１日）の業績概況 

 

(a) 経営成績 
２００９年度第３四半期のエレクトロニクス業界では、中国やアジアなど一部の地域

で市況回復の兆しが見られたものの、「新興国市場や低価格品への需要シフトをはじめ

とする市場構造変化」が進行するなど、依然として厳しい状況が続きました。このよう

な経営環境のもと、２００９年度は中期経営計画「ＧＰ３計画」の最終年度として、「経

営体質の再構築」と「次なる成長への仕掛け・攻め」を同時に行っています。 

具体的には、「経営体質の再構築」に向けて、徹底した事業構造改革に取り組むほか、

「イタコナ」活動の浸透・定着、調達コストダウンの加速、コストバスターズ活動のさ

らなる強化、設備投資の抑制や在庫の圧縮などにも徹底的に取り組んでいます。 

一方、「次なる成長への仕掛け・攻め」では、「超・繋がる」「超・省エネ」「徹底

したユニバーサルデザイン」を追求したパナソニックらしい商品を生み出すなど商品力

強化に取り組んでいます。その上で「ＧＰ３計画」の重点テーマである「海外二桁増販」

「４つの戦略事業」「モノづくりイノベーション」「エコアイディア戦略」についても、

着実な実践を図っています。 

また、三洋電機㈱を新たにグループに迎え、シナジー創出に向けた取り組みを開始し

ました。 

このような取り組みの結果、当第３四半期の直近３ヵ月（１０月～１２月）の連結売

上高は、前年同期に比べ、増収に転じるとともに、利益についても、経営の徹底した合

理化を実施したことにより、大幅な増益を確保することができました。 

一方、当第３四半期の連結売上高（４月～１２月）は、第２四半期までの影響もあり、

前年同期比１６％減の５兆２,１９９億円となりました。 

商品部門別では、デジタルＡＶＣネットワーク分野の売上高は、２兆４,２６６億円（前

年同期比１５％減）となりました。このうち、映像・音響機器部門は、ＢＤレコーダー

や国内の薄型テレビは好調でしたが、デジタルカメラや海外の薄型テレビの売上が減少

し、前年同期比１０％減となりました。情報・通信機器部門は、ノートパソコンや周辺

機器の売上が低調で、前年同期比２０％減となりました。 

アプライアンス分野の売上高は、冷蔵庫は好調でしたが、エアコンやコンプレッサー

などの売上が減少し、８,１９３億円（前年同期比１２％減）となりました。 

 電工・パナホームの売上高は、１兆５１６億円（前年同期比１４％減）となりました。

パナソニック電工は、電材、住設建材などの売上が減少したことにより減収となりました。

パナホームは、住宅市況の悪化により減収となりました。 

デバイス分野の売上高は、半導体や電池などが減収となり、６,１５５億円（前年同期

比１９％減）となりました。 

その他分野の売上高は、ＦＡ機器が大幅な減収となり、３,０６９億円（前年同期比

３５％減）となりました。 
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利益につきましては、材料費の合理化や固定費削減などを推進しましたが、第２四半期

までの大幅減収や価格低下の影響などにより、営業利益は１,２９９億円と減益になりま

した。税引前利益は、営業外費用として早期退職一時金２４４億円を計上したことなどに

より５４６億円となり、当社株主に帰属する当期純損失は１４６億円となりました。 

 

(b)財政状態 

当第３四半期の営業活動により増加したキャッシュ・フローは３,０６２億円となりま

した。これは、主として在庫削減や減価償却費等によるものです。投資活動に使用したキ

ャッシュ・フローは３,３８２億円となりました。これは、定期預金の減少等はありまし

たが、主として薄型テレビ、電池などの重点分野を中心に実施した有形固定資産の購入に

伴う支出や三洋電機㈱の取得に伴う支出（三洋電機㈱およびその連結子会社の現金及び現

金同等物を除く）によるものです。また、財務活動により増加したキャッシュ・フローは

１,８３０億円となりました。これは、主として短期社債の発行に伴う短期債務の増加に

よるものです。これらに為替変動の影響を加味した結果、当第３四半期末の現金及び現金

同等物の残高は１兆１,１０９億円となり、前年度末に比べ１,３７０億円増加しました。 

また、総資産は当第３四半期末で８兆６,７５１億円となり、前年度末に比べ２兆

２,７１８億円増加しました。これは、三洋電機㈱およびその連結子会社が当社の連結子

会社となったことによる影響に加え、短期社債の発行による現金及び現金同等の増加や販

売増による売掛金の増加等によるものです。当社株主資本は当第３四半期末で２兆

７,６３２億円となり、前年度末に比べ２０８億円減少しました。これは、その他の剰余

金の減少等によるものです。 

 

（２）２００９年度通期の見通し 

 

世界経済は、回復基調にあるものの、円高やグローバルな競争激化等の影響もあり、

大変厳しい経営環境が続いております。 

そのなかにあって当社は、固定費の削減や材料合理化の推進などにより、さらに損益

分岐点の引き下げが見込まれるため、利益の上方修正をいたします。 

また、三洋電機㈱およびその連結子会社（三洋電機グループ）が、当社の連結子会社

となったことに伴い、三洋電機グループの第４四半期の業績、並びに連結化の影響を加

味して、下記のとおり修正いたします。 

 

・ 連結業績見通し(年間) 

売 上 高      ７兆３,５００億円（前年比 ９５％） 

営 業 利 益       １,５００億円（前年比２０６％） 

税 引 前 損 失            ４００億円（前年比  －％） 

当社株主に帰属する当期純損失          １,４００億円（前年比  －％） 

(注)営業外損益(1,900億円の損失)には、事業構造改革費用1,150億円が含まれています。なお、「当社

株主に帰属する当期純損失」は、2008年度までの「当期純損失」と同じ内容です。 
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＜将来見通しに関するリスク情報＞ 
 

※ 業績見通しは、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に

基づいており、実際の業績は見通しと大きく異なることがありえます。 

  その要因のうち、主なものは以下のとおりですが、これらに限られるものではありません。 

  かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書にも記載されています

のでご参照ください。 
 

・ 主要市場（日本、欧米、中国およびアジア等）の経済状況および製品需給の急激な変動 

・ 産業界・消費者の需要動向 

・ ドル、ユーロ、人民元等の対円為替相場の大幅な変動 

・ 資金調達環境の変化等により、パナソニックグループの資金調達コストが増加する可能性 

・ 急激な技術変化等による社会インフラの変動 

・ 他企業との提携または M&A(三洋電機の子会社化を含む)で期待どおりの成果を上げられない 

可能性 

・ パナソニックグループが他企業と提携・協調する事業の動向 

・ 多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持するパナソニックグループの能力 

・ 製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性 

・ 第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約 

・ 諸外国による貿易・通商規制、労働・生産体制関連への規制等（直接・間接を問わない） 

・ 保有する有価証券およびその他資産の時価や有形固定資産、のれんなどの長期性資産および 

繰延税金資産等の評価の変動、その他会計上の方針の変更 

・ 地震等自然災害の発生、感染症の世界的流行、その他の事業活動に混乱を与える可能性のある

要素 

 

 

以  上 



2010年2月5日
パナソニック株式会社

1. 部門別売上高

（単位：億円）

合     計
前年比

現地通貨
ベース
前年比

国     内
前年比

海     外
前年比

現地通貨
ベース
前年比

5,271 113% 114% 1,919 129% 106% 107% 

3,889 96% 98% 2,039 97% 95% 99% 

9,160 105% 107% 3,958 110% 102% 104% 

2,811 101% 102% 1,726 98% 105% 109% 

3,633 94% 95% 2,953 92% 107% 111% 

2,185 100% 102% 788 92% 105% 109% 

1,077 84% 85% 624 77% 97% 100% 

18,866 100% 102% 10,049 98% 103% 106% 

（単位：億円）

合     計
前年比

現地通貨
ベース
前年比

国     内
前年比

海     外
前年比

現地通貨
ベース
前年比

12,908 90% 97% 4,497 111% 82% 91% 

11,358 80% 85% 6,035 87% 74% 82% 

24,266 85% 91% 10,532 96% 79% 88% 

8,193 88% 92% 4,819 93% 81% 90% 

10,516 86% 88% 8,611 88% 80% 88% 

6,155 81% 86% 2,063 77% 83% 91% 

3,069 65% 67% 1,784 66% 64% 68% 

52,199 84% 88% 27,809 89% 79% 87% 

（海外地域別売上高）

（単位：億円）

前年比
現地通貨

ベース
前年比

前年比
現地通貨

ベース
前年比

2,504 98% 103% 6,750 80% 88% 

2,288 99% 99% 5,819 72% 82% 

2,158 114% 114% 6,192 85% 95% 

1,867 103% 109% 5,629 79% 84% 

8,817 103% 106% 24,390 79% 87% 合 計

680

ア ジ ア

中 国

8,817

欧 州

1,397

453

米 州

2009年度 第3四半期

8,411

合 計

情 報 ・ 通 信 機 器

デジタルAVCネットワーク

電 工 ・ パ ナ ホ ー ム

そ の 他

デ バ イ ス

ア プ ラ イ ア ン ス

映 像 ・ 音 響 機 器 3,352

1,850

5,202

1,085

2009年度　第3四半期累計

映 像 ・ 音 響 機 器

2009年度 第3四半期

情 報 ・ 通 信 機 器 5,323

デジタルAVCネットワーク 13,734

ア プ ラ イ ア ン ス 3,374

電 工 ・ パ ナ ホ ー ム 1,905

デ バ イ ス 4,092

そ の 他 1,285

2009年度　第3四半期累計

合 計 24,390

2009年度 第3四半期連結決算補足資料
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2. 主要商品実績
（単位：億円）

売上高 前年比 前年比

3,412 123% 96% 

1,834 108% 91% 

1,364 155% 108% 

606 122% 93% 

503 110% 102% 

391 133% 141% 

158 113% 76% 

261 96% 76% 

2,681 102% 81% 

1,208 86% 79% 

546 76% 80% 

423 104% 84% 

319 127% 110% 

835 106% 82% 

810 87% 73% 

666 92% 81% 

その他 257 112% 50% 

※半導体の数字は、生産ベースで記載しております。

3. セグメント情報
（単位：億円）

売上高 営業利益 利益率 前年比 前年比 営業利益 利益率 前年比

9,741 402 4.1%       - 85% 529 2.1%  54% 

2,895 307 10.6%  169% 88% 597 7.0%  92% 

4,107 174 4.2%  168% 87% 216 1.8%  47% 

2,657 199 7.5%  398% 80% 212 2.8%  39% 

2,316 62 2.7%  6,889% 83% 83 1.2%  29% 

21,716 1,144 5.3%  398% 85% 1,637 2.7%  56% 

-2,850 -134      -       -       - -338      -      -

18,866 1,010 5.4%  383% 84% 1,299 2.5%  51% 

4. 事業ドメイン会社の状況

（事業ドメイン会社連結ベース）

＜売上高・営業利益（生産事業ベース）・設備投資額※＞

2009年度 第3四半期 （単位：億円）

前年比 利益率 前年差

5,262 101% 0.0%  - 346 -154 

637 74% 0.6%  6% 4 -4 

973 105% 4.7%  - 35 -53 

F　　　A　　　事　　　業 265 103% 0.5%  - 2 -2 

2009年度 第3四半期累計 （単位：億円）

前年比 利益率 前年差

13,285 83% -2.5%  - 1,447 -19 

2,296 78% 4.4%  36% 15 -13 

2,772 82% 1.3%  25% 126 -152 

F　　　A　　　事　　　業 667 48% -14.0%  - 16 +2 

※発生ベースでの設備投資額

3,862 

ア プ ラ イ ア ン ス

売上高

25,782 

8,566 99% 

2009年度 第3四半期

2,467 

2,009 

1,715 

8,070 

4,421 

3,084 

483 

1,647 

1,122 

837 

606 

7,496 

2,355 

半 導 体 ※

冷 蔵 庫

一 般 電 子 部 品

971 

1,831 電 池

633 

前年比

104% デ ジ タ ル AVC ネ ッ ト ワ ー ク

-328  

パナソニック モバイルコミュニケーションズ㈱ 101  

-94  

パナソニック エレクトロニックデバイス㈱ 37  

ＡＶＣネットワークス社

前年比

-8,338 

52,199 

前年比

営 業 利 益

消去又は全社

設備投資額

営 業 利 益

       -

ＡＶＣネットワークス社

95% 

計

連 結 決 算 100% 

100% 

104% 

95% デ バ イ ス

そ の 他

売　上　高

46  

11,844 

6,777 

1  

60,537 

7,568 

デジタルAVCネットワーク

2009年度　第3四半期累計

パナソニック エレクトロニックデバイス㈱

設備投資額

1  

売　上　高

パナソニック モバイルコミュニケーションズ㈱ 4  

内 移 動 体 通 信

内 液 晶 テ レ ビ

ビ デ オ ・ ム ー ビ ー

内 プ ラ ズ マ テ レ ビ

デ ジ タ ル カ メ ラ

ＢＤ・ＤＶＤレコーダー

内 ＢＤレコーダー・プレーヤー

2009年度

　第3四半期累計
商品名

第3四半期

売上高

商品部門名

電 工 ・ パ ナ ホ ー ム

情 報 機 器

通 信 機 器

アプライアンス

デバイス

Ｆ Ａ 機 器

エ ア コ ン

音 響 機 器

テ レ ビ

- 2 -



5. セグメント別設備投資額
※

（単位：億円）

378 -171 1,546 -223 

56 -49 280 -80 

66 -26 192 -99 

201 -138 677 -246 

16 -22 61 -118 

            合  　　　　　　　　　　　計 717 -406 2,756 -766 

（　デバイスの内、半導体　）  31 -133 122 -275 

※発生ベースでの設備投資額

6. 為替平均レート

＜輸出予約レート＞

　米　　　ド　　　ル

　ユ　　　ー　　　ロ

＜連結換算レート＞

　米　　　ド　　　ル

　ユ　　　ー　　　ロ

＜外貨建取引額＞※

　米　　　ド　　　ル 6 億ドル 21 億ドル 24 億ドル 6 億ドル 15 億ドル

　ユ　　　ー　　　ロ 4 億ユーロ 12 億ユーロ 14 億ユーロ 2 億ユーロ 8 億ユーロ

※輸出入をネットしたベース

7. 従業員数

（単位：人）

　　国　　　　　内

　　海　　　　　外

　　合　　　　　計 382,480

2009年度

307,444 292,250 284,439

174,729 160,106 156,551

2009年12月末

127,888 154,954

227,526

2009年9月末

2008年度

133円 133円127円 151円 143円

2009年3月末

2008年度

年間

第3四半期

93円104円 104円

155円 158円 153円

第3四半期 第3四半期累計

90円

年間 第3四半期

101円103円

132,715

2008年12月末

132,144

第3四半期累計第3四半期

96円

2009年度

第3四半期累計

94円

103円

第3四半期累計

第3四半期累計 前年差

電 工 ・ パ ナ ホ ー ム

2008年度

デ バ イ ス

そ の 他

第3四半期 前年差

年間

2009年度

第3四半期累計第3四半期

デ ジ タ ル AVC ネ ッ ト ワ ー ク

ア プ ラ イ ア ン ス

94円

129円

2009年度

第3四半期累計第3四半期

132円

 （ ） ）（（ ） （）
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8. 2009年度年間業績見通し

セグメント情報見通し

（単位：億円）

将来見通しに関するリスク情報

※業績見通しは、現在入手可能な情報と、当社が現時点で合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の

業績は見通しと大きく異なることがありえます。その要因のうち、主なものは以下のとおりですが、これらに限られるもの

ではありません。かかるリスク、不確実性およびその他の要因は、当社の有価証券報告書にも記載されていますので

ご参照ください。

・主要市場（日本、欧米、中国およびアジア等）の経済状況および製品需給の急激な変動

・産業界・消費者の需要動向

・ドル、ユーロ、人民元等の対円為替相場の大幅な変動

・資金調達環境の変化等により、パナソニックグループの資金調達コストが増加する可能性

・急激な技術変化等による社会インフラの変動

・他企業との提携またはM&A（三洋電機の子会社化を含む）で期待どおりの成果を上げられない可能性

・パナソニックグループが他企業と提携・協調する事業の動向

・多岐にわたる製品分野および地域において競争力を維持するパナソニックグループの能力

・製品やサービスに関する何らかの欠陥・瑕疵等により費用負担が生じる可能性

・第三者の特許その他の知的財産権を使用する上での制約

・諸外国による貿易・通商規制、労働・生産体制関連への規制等（直接・間接を問わない）

・保有する有価証券およびその他資産の時価や有形固定資産、のれんなどの長期性資産および繰延税金

　資産等の評価の変動、その他会計上の方針の変更

・地震等自然災害の発生、感染症の世界的流行、その他の事業活動に混乱を与える可能性のある要素

2.0%

2,080

8,770

73,500 1,50095%

修正公表見通し（2010年2月5日時点）

42%

84,584

-

10082%

95%

-11,084 -580-

3,884 -70- -

10,080 34089% 478%

15,920 34090% 85%

11,570 67095% 137%

34,360 70092% 2,204%

前年比売 上 高 前年比 営 業 利 益 利益率

連 結 決 算

計

消 去 又 は 全 社

ア プ ラ イ ア ン ス

電 工 ・ パ ナ ホ ー ム

デ バ イ ス

三 洋 電 機

そ の 他

デ ジ タ ル AVC ネ ッ ト ワ ー ク

169%

-

206%

2.0%

5.8%

2.1%

3.4%

-

1.1%

2.5%

-4-



＜別紙１＞（参考）

7,733 8,308 9,741

2,939 2,732 2,895

3,577 4,160 4,107

2,296 2,615 2,657

2,047 2,414 2,316

18,592 20,229 21,716

-2,637 -2,851 -2,850

15,955 17,378 18,866

-136 263 402

203 87 307

-78 120 174

-115 128 199

-9 30 62

-135 628 1,144

-67 -137 -134

-202 491 1,010合計

デバイス

その他

計

消去または全社

デジタルＡＶＣネットワーク

アプライアンス

電工・パナホーム

第１四半期
(4～6月）

第2四半期
(7～9月）

第3四半期
(10～12月）

消去

合計

営業利益

電工・パナホーム

デバイス

その他

計

デジタルＡＶＣネットワーク

アプライアンス

第１四半期
(4～6月）

２００９年度四半期別セグメント情報

売上高 (単位：億円)

第2四半期
(7～9月）

第3四半期
(10～12月）



＜別紙２＞（参考）

(単位：億円)

10,464 10,565 9,373 7,088 37,490

3,521 3,334 2,921 2,453 12,229

4,328 4,959 4,327 4,049 17,663

3,345 3,357 2,783 1,788 11,273

2,894 3,092 2,224 2,507 10,717

24,552 25,307 21,628 17,885 89,372

-3,032 -3,390 -2,829 -2,466 -11,717

21,520 21,917 18,799 15,419 77,655

550 478 -49 -947 32

315 154 182 -161 490

105 253 103 -60 401

195 295 50 -469 71

139 149 1 -50 239

1,304 1,329 287 -1,687 1,233

-208 -144 -23 -129 -504

1,096 1,185 264 -1,816 729

（注） 1．日本ビクター㈱およびその連結子会社は2007年8月より持分法適用関連会社となっております。
　　　 2． 2008年4月1日よりグローバルプロキュアメントサービス社の他セグメントとの取引形態を変更
　　　　　 したことに伴い、2007年度の「その他」と「消去又は全社」のセグメント情報を2008年度の形態に
　　　　　 合わせて組み替えして表示しております。
 　    3． 2008年4月より従来のセグメント名「AVCネットワーク」を「デジタルAVCネットワーク」に名称変更
　　　 　　しています。

合計

デバイス

その他

計

消去または全社

年　　間
（4～3月）

デジタルＡＶＣネットワーク

アプライアンス

電工・パナホーム

第１四半期
(4～6月）

第2四半期
(7～9月）

第3四半期
(10～12月）

第4四半期
(1～3月）

消去

合計

営業利益

電工・パナホーム

デバイス

その他

計

第4四半期
(1～3月）

年　　間
（4～3月）

デジタルＡＶＣネットワーク

アプライアンス

第１四半期
(4～6月）

第2四半期
(7～9月）

第3四半期
(10～12月）

２００８年度四半期別セグメント情報

売上高



＜別紙３＞（参考）

売上高 (単位：億円)

デジタルＡＶＣネットワーク 9,961 10,635 12,077 10,523 43,196

アプライアンス 3,494 3,176 3,392 3,102 13,164

電工・パナホーム 4,319 5,053 4,725 5,006 19,103

デバイス 3,482 3,641 3,573 3,291 13,987

その他 2,604 2,819 2,498 2,921 10,842

日本ビクター 1,380 451     -     - 1,831

計 25,240 25,775 26,265 24,843 102,123

消去 -2,845 -2,917 -2,819 -2,853 -11,434

合計 22,395 22,858 23,446 21,990 90,689

営業利益

デジタルＡＶＣネットワーク 389 712 843 579 2,523

アプライアンス 180 193 259 232 864

電工・パナホーム 99 312 273 280 964

デバイス 184 311 278 277 1,050

その他 138 211 121 172 642

日本ビクター -67 -30      -      - -97

計 923 1,709 1,774 1,540 5,946

消去または全社 -184 -248 -120 -199 -751

合計 739 1,461 1,654 1,341 5,195

年　　間
（4～3月）

第１四半期
(4～6月）

第２四半期
(7～9月）

第３四半期
(10～12月）

第４四半期
(1～3月）

２００７年度四半期別セグメント情報

第１四半期
(4～6月）

第２四半期
(7～9月）

第３四半期
(10～12月）

第４四半期
(1～3月）

年　　間
（4～3月）
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